


















99％（小規模事業者は約 85％），従業員数の約 70％（小規模事業者は約 24％）を
占めており，地域経済・社会を支え，雇用の受け皿として極めて重要な役割
を担っている存在である。しかし，経営者の高齢化や後継者の不足により中
小企業は 2009 年から 2016 年までに 62 万社が減少した。今後 10 年の間に，
70 歳（平均引退年齢）を超える中小企業の経営者は約 245 万人，そのうち約
半数において後継者未定となることが見込まれている。この現状が改善され
ないと，中小企業の廃業により，令和 7年頃までの 10 年間累計で約 650 万








































































抵触して無効とされるおそれがあるものの（大阪高決昭和 58・10・27 高民集 36




を活用した中小企業の事業承継の円滑化に向けてБ（平成 20 年 9 月）。（https:
//www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/2008/080901sintaku.htm）。
(8) 加藤貴仁＝辰巳郁А信託を利用した株主権の分離Б法学教室 462 号 116 頁（辰
巳），また，家族内信託を紹介した文献として，八谷博喜А家族を受託者とす
る信託Бジュリ 1520 号 39 頁（2018）がある。
(9) 道垣内弘人㈶信託法㈵（有斐閣，2017）36 頁












































　もっとも，信託法 31 条 2 項は，利益相反行為にあたるものでも，信託行
為にそれを許容する旨の定めがあるとき（同項 1号）や，重要な事実を開示
して受益者の承認を得たとき（同項 2号），もしくは正当な理由(13)が認めら
れる場合（同項 4号），それをすることができるとしており，同項は，31 条 1
項で禁止される利益相反行為の例外を認めており，また，一般的忠実義務の
違反(14)の有無を判断する際にも考慮される重要なファクターとなる(15)。指














法（新版）㈵（有斐閣，1989 年）231 頁，道垣内・前掲注（9）230 頁）。
























(16) See Dick v.Peoples Mid┡Illinois Corp▆, 609 N.E.2d 997 (Ill.App.1993)。
(17) also see Bank of Nevada v.Speirs, 95 Nev.870, 603 P.2d 1074, 1077 (Nev.
1979); In re Estate of Hawley, 183 Ill.App.3d at 109; Estate of Alden v.
Dee, 2010 Vt.Super. LEXIS 4; Dillard v.Dillard, 2016 IL App (5th)
140441┡U; Obrien v.O'Neill, 2007 U.S.Dist. LEXIS 14777 (N.D.Ill.2007);
Regnery v.Meyers, 287 Ill App 3d 354, 362 (1st Dist.1997）なお，アメリカ















(18) Obrien v.O'Neill, 2007 U.S.Dist. LEXIS 14777 事件では，被告は，その父
親からA社を承継し，同社の社長であると同時に，その父親がその母親と姉
妹のために設立した家族信託の受託者を務めていた。当該家族信託は，A社





































































































(22) Robert H.Stikoff, The Oxford Handbook of Fiduciary Law (Evan J.Criddle,


























(23) アメリカの Scott 教授は，もし受託者が会社の損害を賠償すれば，株式価値の
毀損がないため，受益者に対する信託法上の責任が生じないと指摘した
（Austin Wakeman Scott, The Trustee's Duty of Loyalty, 49 Harv.L.Rev.
521, 544 (1936)); also see Johnsonv. Witkowski, 30 Mass.App.Ct.697,























































(26) 山田裕子А事業承継目的の株式信託についてБ信託法研究第 38 号（2013）89
頁以下，また，中東・前掲注（11）198┡199 頁。
























とができる（信託法 149 条 1 項）。委託者である被後継者が死亡した場合，信
託の目的に反しないことが明らかであるとき，受託者と受益者の合意がある
か，もしくは受託者の同意がなくても受託者の利益を害しなければ，信託を変





























(29) 道垣内弘人編著㈶条解　信託法㈵弘文堂（2017 年）639 頁，640 頁。ただし，
信託行為に別段の定めがあるときは，委託者の同意なしに目的を変更すること







































(30) 中田直茂А事業承継と信託Бジュリスト 1450 号 21 頁，中田直茂А指図者を利
用した場合の受託者責任（下）Б金融法務事情 1860 号 42 頁（2009），須田力哉
А指図を伴う信託事務処理に関する法的考察Б信託法研究 34 号 3┡30 頁
（2009）。そのほか，指図権者と受託者が共同受託関係にあるという見解（能見
А現代信託法Б有斐閣 2004），指図権者に対して受託者から代理権が授与され
ているとみるべきだとする見解（福井А職務分担型の信託における責任）があ
る。そのほか，
(58)
85Ё1Ё58
